













































































































































































































































































































































































































































































































: （中略）a notice  to  the effect, （中略） the Warsaw Convention may be applicable and  that  the 
Convention governs and in the most cases limits the liability of carriers for death or personal injury」 




































































be  less than the equivalent of 16,000SDRs  (approximately  ￡13,000) per passenger  in the event of 
death」との規定を設けている。    
33）1971年全日空機雫石衝突事故を契機に1974年に航空事故調査委員会が設立され、2001年の航空・鉄道
事故調査委員会への改組を経て、2008年に国土交通省の外局である運輸安全委員会へと改組され、航
空機事故の原因究明活動を行っている。
34）運輸安全委員会と警察の調査権の競合に関して、航空機事故の再発防止は他の交通機関とは比較にな
らないほど重要な国民的責務であるとして、運輸安全委員会に警察よりも強い調査権限を与えるべき
であるとの政策的見地もあるが、我が国の法令上困難である。前掲坂本昭雄・三好㬜「新国際航空法」
164頁。
35）ワルソー条約採択の時代においてはタラップを用いて航空機に乗降したことから、この旅客行動の部
分についても航空特有のリスクとして国内法を排除し、条約の排他的適用を認めるものであったが、
近年においてはボーディング・ブリッジが主に用いられており、ボーディング・ゲートから機側まで
の動線が乗降の作業中の範疇と考えられる。ただし、近年では行動の基準により旅客保護の対象とな
る範囲を広げようとする各国の判決も見受けられる。三宅英次「航空運送条約における『乗降のため
の作業中』の解釈についての考察」空法第53号71頁 2012年勁草書房。
36）東京高等裁判所昭和40年 3 月24日判決（判例時報第408号11頁）。
37）条約第17条「The carrier is liable for damage sustained in case of death or bodily injury of a passenger 
upon condition only that the accident which caused the death or injury took place」とあるように、
航空運送人の責任発生の要件は、旅客の死傷が事故から生じたものでなくてはならないことを示して
いる。
38）Air France v. Saks, 470 U.S. 392 （1985）
39）中島智之「モントリオール条約第17条 1 項をめぐる米国裁判例の最新動向と実務への影響」空法第57
号99頁 2016年勁草書房
40）前掲中島智之　空法第57号122頁。
｜ 210 ｜
小　林　貴　之
41）Eastern Airlines v. Floyd, 499 U.S. 530 （1991）。
42）民法第710条非財産的損害に対する賠償責任。
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